
平成２８年度決算における健全化判断比率等の概要 

 

『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』（平成１９年法律第９４号）に基づき、平

成２８年度決算における健全化判断比率及び資金不足比率を公表します。 
平成２８年度決算における健全化判断比率及び資金不足比率は、国の定めた早期健全化

基準及び経営健全化基準を下回る結果となりました。これは、本市の財政状況及び公営企

業の経営状況が健全であることを示します。 
 
 
《健全化判断比率》 

 松戸市の比率 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 ― ％ 11.25％ 20.00％ 

連結実質赤字比率 ― ％ 16.25％ 30.00％ 

実質公債費比率 0.9％ 25.0 ％ 35.0 ％ 

将来負担比率 ― ％ 350.0 ％  

 

《資金不足比率》 

特別会計の名称 松戸市の比率 経営健全化基準 

公設地方卸売市場事業 ― ％ 

20.0％ 
下水道事業 ― ％ 

水道事業 ― ％ 

病院事業 ― ％ 

備 考 

※ 松戸市の比率欄の実質赤字比率、連結実質赤字比率及び資金不足比率は、

赤字及び資金不足は生じておらず、また将来負担比率は算定されません

ので、「―％」で表示しています。 

 

 

『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』の概要 

 

Ⅰ健全化判断比率等の公表 
 
毎年度、健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比

率、将来負担比率）及び資金不足比率を監査委員の審査に付した上で、議会

に報告し、公表しなければなりません。 

 

Ⅱ財政の早期健全化 
 
健全化判断比率のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議

決を経て財政健全化計画を定め、公表しなければなりません。 
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資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て経営健全

化計画を定め、公表しなければなりません。 

 

 

 
 
再生判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率）のいず

れかが財政再生基準以上の場合には、議会の議決を経て財政再生計画を定め、

公表しなければなりません。この場合、地方債の発行が制限されます。 

 

 
 
財政再生計画、財政健全化計画又は経営健全化計画を定める場合には、外部

監査を実施しなければなりません。 

 

 

 

《健全化判断比率等の対象範囲》 

 
 

一般会計

法非適用 公設地方卸売市場事業特別会計

企業 下水道事業特別会計

法適用 水道事業会計

企業 病院事業会計

北千葉広域水道企業団

千葉県市町村総合事務組合

千葉県後期高齢者医療広域連合

土地開発公社

千葉県信用保証協会ほか

後期高齢者医療特別会計
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各判断比率の説明 
 

１.実質赤字比率 
 

一般会計等を対象とした実質赤字が地方公共団体の標準的な一般財源の

規模を表す標準財政規模に対する割合を指標化し、一般会計等における財政

運営の悪化の度合いを把握するものです。 
 
 
松戸市の平成２８年度決算における実質赤字比率は、赤字が生じていませ

んので実質赤字比率欄は「―％」で表示しています。 

なお、参考といたしまして（  ）内に黒字額の割合を△で表示しました。 

 

 

○ 算定基礎数値 

 （単位：千円） 

 

 

 

○算定式 

 

一般会計等の実質赤字額 

実質赤字比率 ＝                         

標準財政規模 

 

・ 一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当

する会計における実質赤字の額 

・ 実質赤字の額 ＝ 繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

 

  

区   分 金   額 

歳入歳出差引額 6,044,352 

翌年度へ繰り越すべき財源 280,903 

実質収支額 5,763,449 

標準財政規模 84,692,680 

実質赤字比率 
― ％ 

（△6.80％） 
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２.連結実質赤字比率 

 

全ての会計を対象に赤字額と黒字額を合算して、地方公共団体全体の赤字

額の標準財政規模に対する割合を指標化し、地方公共団体全体として赤字の

深刻度を把握するものです。 
 
地方公共団体の会計は、地方税等の一般財源をその支出の主な財源として

いる一般会計のほか、料金収入を主な財源として事業を実施している水道、

病院、下水道など各種の公営事業会計があります。 

一般会計が黒字であっても、他の会計に料金収入等で解消できない赤字が

あれば、一般会計で対処することとなるため公営事業会計の経営状況が一般

会計に与える影響を捉える必要があります。 
 
松戸市の平成２８年度決算における連結実質赤字比率は、赤字が生じてい

ませんので連結実質赤字比率欄は「―％」で表示しています。 

なお、参考といたしまして（  ）内に連結黒字額の割合を△で表示しま

した。 

 

 

○算定基礎数値 

 

（単位：千円） 
 
 
 
 

会 計 名 
実質収支額又は 

資金剰余額 

一般会計 5,763,449 

国民健康保険特別会計 1,823,517 

介護保険特別会計 2,017,004 

後期高齢者医療特別会計 79,895 

駐車場事業特別会計 139,637 

松戸競輪特別会計 1,127,949 

公設地方卸売市場事業特別会計 11,479 

下水道事業特別会計 186,967 

水道事業会計 1,580,933 

病院事業会計 4,063,120 

連結実質赤字額 △16,793,950 

標準財政規模 84,692,680 

連結実質赤字比率    ― ％ 

（△19.82％） 
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○算定方法 

 
連結実質赤字額 

連結実質赤字比率 ＝          
標準財政規模 

 
 

・連結実質赤字額：（ア）と（イ）の合計額が（ウ）と（エ）の合計額を超え

る場合の当該超えた額 
 

（ア） 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた

会計の実質赤字の合計額 
（イ） 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の

不足額の合計額 
（ウ） 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた

会計の実質黒字の合計額 
（エ） 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の

剰余額の合計額 
 

※参 考 

一般会計からの繰出金の状況 

 （単位：千円） 

会  計  名 基準内繰出 基準外繰出 合 計 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 2,902,298 0 2,902,298 

介 護 保 険 特 別 会 計 4,952,076 0 4,952,076 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 776,564 0 776,564 

公設地方卸売市場事業特別会計 59,441 30,425 89,866 

下 水 道 事 業 特 別 会 計 1,774,079 1,498,523 3,272,602 

水 道 事 業 特 別 会 計 13,295 36,374 49,669 

病 院 事 業 特 別 会 計 2,381,499 1,482,984 3,864,483 

計 12,859,252 3,048,306 15,907,558 

 
・基準内繰出とは 

 「地方公営企業繰出金について」（総務省自治財政局長通知）に基づき一

般会計が負担する経費 

 

・基準外繰出の主なもの 

国民健康保険特別会計・・・翌年度の保険料抑制分 

公設地方卸売市場事業特別会計・・・市場使用料の一部補てん分 

下水道事業特別会計・・・公債費の一部 

水道事業会計・・・区画整理の減歩により不足する事業用地の購入費分 

病院事業会計・・・赤字補てん分 
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３.実質公債費比率 

 

一般会計等が負担する市債の元利償還金に準
※

元利償還金を含めた実質的

な公債費の、標準財政規模に対する割合で、借金返済に要する財政負担の度

合いを示すものです。 
 
一般会計の公債費は、当然、一般会計の義務的な負担となりますが、水道

事業会計など他会計の公債費の支出に対して一般会計から繰出す経費も含

め実質的に一般会計が負担する公債費を捉える必要があります。 

また、実質公債費比率は、各年度で算出したものの３か年平均値で表すこ

ととなります。 
 
松戸市の平成２８年度決算における実質公債費比率は、０．９％となって

います。 

 

 

○ 算定基礎数値 

（単位：千円） 
年 度 

区 分 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

地方債の元利償還金 9,376,747 8,253,414 8,781,940 

準元利償還金 3,418,372 3,443,286 4,809,783 

元利償還金又は準元利償還金に

充てられる特定財源 3,104,810 3,093,830 2,612,839 

算入公債費及び算入準公債費 9,493,490 8,681,771 8,965,153 

標準財政規模 83,582,276 84,062,022 84,692,680 

実質公債費比率 
（単年度） 0.2％ △0.1％ 2.6 

実質公債費比率 
（３か年平均） 0.9％ 

 
 
○ 算定方法 
 

（地方債の元利償還金+準元利償還金）－ 
（特定財源+元利償還金・準元利償還金に係る基準財

政需要額算入額） 
  実質公債費比率 ＝                         

    標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基

準財政需要額算入額） 
 

の３か年平均 
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※準元利償還金：（ア）から（オ）までの合計額 
 

(ア) 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元                           

金均等年賦償還とした場合における１年当たりの元金償還金

相当額 
(イ) 一般会計等から一般会計以外の特別会計への繰出金のうち、公

営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの 
(ウ) 組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の

償還の財源に充てたと認められるもの 
(エ) 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 
(オ) 一時借入金の利子 

 

 

4.将来負担比率 

 

一般会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合を

指標化し、負債が将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すものです。 
 
一般会計が将来支払っていく負債には、地方公共団体の長期借入金である

地方債の残高や退職手当、債務負担行為などの将来の支払いを約束したもの

のほか、公営事業等の他会計の地方債残高のうち一般会計が負担するもの、

更には、土地開発公社や第三セクターのうち地方公共団体が損失補償をして

いるものについても、公社や第三セクターの経営状況によっては、将来その

債務を負担することもあるため一般会計の実質的な将来負担を捉える必要

があります。 
 
松戸市の平成２８年度決算における将来負担比率は、算定されませんので

将来負担比率欄は「―％」で表示しています。 

なお、参考といたしまして（  ）内に実数値を△で表示しました。 

 

○ 算定基礎数値 

（単位：千円） 

区    分 金  額 備  考 

一般会計等に係る地方債現在高 114,104,105  

債務負担行為に基づく支出予定額 3,783,826 
小学校冷房化事業、

中学校冷房化事業等 

特別会計に係る地方債の償還に充て

るための一般会計繰入見込額 
31,448,357 

水道事業 

病院事業 

下水道事業 

組合等が起こした地方債の償還に係

る一般会計負担見込額 
1,387 

北千葉広域水道企業

団 

退職手当支給予定額に係る一般会計

負担見込額 
19,942,438 2,616人 
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設立法人の負債の額等に係る一般会

計負担見込額 
0  

連結実質赤字額 0  

組合等の連結実質赤字額に係る一般

会計等負担見込額 
0  

地方債の償還額等に充当可能な基金

の現在高の合計額 
33,223,419 

財政調整基金 

土地開発基金等 

地方債の償還額等に充当可能な特定

の歳入 
33,128,968 

都市計画税 

住宅使用料 

地方債の償還に要する経費として基

準財政需要額に算入が見込まれる額 
111,240,506  

標準財政規模 84,692,680  

算入公債費及び算入準公債費 8,965,153  

将来負担比率 
― ％ 

（△10.9％） 
 

 

 

 

○ 算定方法 
 

将来負担額－（充当可能基金+特定財源見込額+地方債

現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 
将来負担比率 ＝                         

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準

財政需要額算入額） 
 

・将来負担額：（ア）から（ク）までの合計額 
 

(ア) 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 
 

(イ) 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経

費に係るもの） 
 

(ウ) 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還金に充てる一般会

計等からの繰入見込額 
 

(エ) 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該
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団体からの負担等見込額 
 

(オ) 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち一

般会計等の負担見込額 
 

(カ) 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のため

に債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等

の財務・経営状況を勘案した一般会計等負担見込額 
 

(キ) 連結実質赤字額 
 

(ク) 組合等の連結実質赤字相当額のうち一般会計等の負担見込額 
 

・充当可能基金：（ア）から（カ）までの償還額等に充てることができる地方

自治法第２４１条の基金 
 
 

5.資金不足比率 

 

公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入に対する割

合で、経営状況の深刻度を示すものです。 

この比率が高いほど累積された資金不足が生じることになります。 

 

松戸市の平成２８年度決算における資金不足比率は、各企業とも資金不

足は生じていませんので資金不足比率欄は、「―％」で表示しています。 

なお、参考といたしまして資金不足比率欄の（  ）内に剰余額の割合を

△で表示しました。 

 

○ 算定基礎数値 

 

地方公営企業法非適用企業                       

（単位：千円） 

 公設地方卸売市場事業 下水道事業 

歳出総額  198,136 13,239,159 

歳入総額  209,615 13,458,791 

翌年度へ繰り越すべき 

財源 
0 32,665 

資金不足額（剰余額） （11,479） （186,967） 

事業規模 104,961 6,947,731 

資金不足比率 
     ― ％      ― ％ 

（△10.9％） （△2.6％） 
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地方公営企業法適用企業                        

（単位：千円） 

 水道事業 病院事業 

流動負債   230,938 1,399,025 

流動資産   1,811,871 5,462,145 

資金不足額（剰余額） （1,580,933） （4,063,120） 

事業規模 1,288,640 16,349,583 

資金不足比率 
    ― ％      ― ％ 

（△122.6％） （△24.8％） 

※資金不足額（  ）は、剰余額を表します。 
 
 
 

○ 算定方法 

 

資金不足額 

資金不足比率 ＝                   

           事業規模 

 

 

・ 資金不足額： 資金不足額（法非適用企業）＝ 

（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改

良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

地方債現在高）－解消可能資金不足額 

 

資金不足額（法適用企業）＝ 

（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に

充てるために起こした地方債現在高－流動資

産）－解消可能資金不足額 

  

 

・ 事業規模： 事業規模（法非適用企業）＝ 

営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に

相当する収入の額 

 

事業規模（法適用企業）＝ 

営業収益の額－受託工事収益の額 
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